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第 2 章 
ロシアの新分類産業連関表体系 

 

久保庭 眞彰 

 

 

要旨： 

ここでは，まず新産業分類（国際標準分類）に基づいて作成されたロ

シア産業連関表体系（供給表と利用表）の概要を紹介する。新産業分類

と旧産業分類を比較対照して示し，最新の産業連関表である 2005 年産業

連関表体系を紹介する。次に，ロシアの GDP 統計と産業連関表統計に固

有の問題である鉱業（原油・天然ガスがその中心）部門の市場価格表示

の付加価値の捉え方の問題を示し，第一次的代替推計を提示する。最後

に，生産性分析や動学分析に産業連関表体系を拡張する際の基本的論点

である資本ストック統計について議論を進める。 

 

キーワード： 

 ロシア産業連関表 供給表 利用表 SNA MPS FISIM 

 

 

はじめに 

 

本稿の主要なテーマは，まず新産業分類（国際標準分類）に基づいて

作成されたロシア産業連関表体系（供給表と利用表）の概要を紹介する
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ことである。まず，新産業分類と旧産業分類を比較対照して示し，最新

の産業連関表である 2005 年産業連関表体系を紹介する。次に，ロシアの

GDP 統計と産業連関表統計に固有の問題である鉱業（原油・天然ガスが

その中心）部門の市場価格表示の付加価値の捉え方の問題を示し，第一

次的代替推計を提示する。最後に，生産性分析や動学分析に産業連関表

体系を拡張する際の基本的論点である資本ストック統計について議論を

進めたい。 

 

 

1. 新産業分類のロシア産業連関表体系：概要 

 

ロシア国家統計局は，ソ連崩壊後，GDP 統計整備のため，ただちに SNA

タイプの産業連関表の作成を行い始めた。1995 年ベンチマーク産業連関

表作成の際に利用された部門分類は，旧来の伝統的な国民経済バランス

産業分類（MPS）にこれまで無視されてきた非物的サービス部門（住宅・

公益事業，教育，金融，不動産等）を機械的に追加したものであった。

この分類方式は，全ロシア部門分類（OKONKh）と言われる。したがって，

鉱業や製造業の部門分類は伝統的なものにとどまり，国際標準から大き

く乖離していた。この乖離の克服は，2004 年から本格的に始まり，鉱工

業生産統計，労働統計，国民経済計算体系，産業連関表等，全体にわた

って国際標準経済活動別部門分類（OKVED，NACE, rev.1 準拠）への移行

が進められてきた。この新分類は，現在ではすべての部門別統計で使用

されるようになった。もちろん，産業連関表も例外ではない。問題は，

大枠である 15 部門分類が基本となっており，細分化された統計が十分に

できあがっていないことである。また，旧分類統計の新分類での再編成・

遡及統計の作成も遅れている。 

 新分類の産業連関表体系（供給表 supply table と利用表 use table の SUT

体系のみ）は 15 産業・生産物分類のレベルで 2004 年と 2005 年の両年に
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対して作成・公表されている。旧分類の 1995 年表から 2003 年表までの

年次産業連関表体系では，一貫して SUT 体系のみでなく，22 部門対称的

産業連関表（生産物×生産物表）の作成が重視されてきたが，新分類の

2004 年表以降は，Eurostat の方針を受け入れ，SUT 体系で十分だという

ことで，対称表の作成は行われなくなった。 

 また，旧分類の 22～24 部門付帯表（マトリックス）については，商業

マージン表，運輸マージン表，純生産物税表，輸入表が，1995～2003 年

の各年について公表されてきた。新分類表では，まだこうした付帯表は

公表されていない。われわれは，国家統計局から 2004 年については 15

部門付帯表の提供を受けているが，2005 年については付帯表が作成され

たかのかどうかも定かではない。 

表 1 は，新分類 15 部門コードと旧分類 24 部門コードを比較対照して

いる。ご覧のようにかなりの程度において 1 対 1 対応ではない。したが

って，24 部門旧分類表から 15 部門新分類表へのコンバートは容易ではな

いことがわかる。ロシア国家統計局はコンバージョン・キーと専門的評

価の両方を用いて移行作業を行ったというが委細は明らかではない。原

油部門と天然ガス部門というロシア基幹部門が鉱業部門に一括されてし

まったため，この 2 部門と精油（石油精製）部門についての個別的な生

産額，付加価値，生産物税，マージン額等についての唯一の貴重な情報

源を失ってしまった。機械工業などの重要な個別製造業部門も製造業に

一括されたため，これらについても個別的な生産額，付加価値，生産物

税，マージン額等についての唯一の貴重な情報源を失ってしまった。ロ

シアではわが国などと異なり産業連関表統計以外では個別部門の付加価

値，GDP 情報さえ入手できないのである。 
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表 1 新分類コード (OKVED; NACE rev.1) と旧分類コード 

 (CINE; OKONKH) の対応関係 

   
2000-2003 年 
24 部門コード 

備  考 

1 A 農業・狩猟・林業 17 農林業  

   11 木材・製紙 木材伐採 

   14 食品工業 海産物採取 

2 B 水産業 14 食品工業 漁業 

3 C 鉱業 2 原油  

   4 天然ガス  

   5 石炭  

   6 その他燃料 オイルシェール，泥炭 

   7 鉄鋼 鉄鉱石採掘 

   8 非鉄金属 非鉄金属鉱石採掘 

   9 化学  

   14 食品工業 塩採掘・生産 

   15 その他鉱工業 貴重好物採掘（除ダイヤ） 

   16 建設 石油・ガス採掘サービス 

4 D 製造業 3 精油  

   4 天然ガス ガス精製 

   7 鉄鋼  

   8 非鉄金属  

   9 化学  

   10 機械工業  

   11 木材・製紙  

   12 建設資材  

   13 軽工業  

   14 食品工業  

   15 その他鉱工業  

   16 建設 設備据え付け 

   17 農林業 茶葉加工 

   20 その他物的生産 出版 

   22 教育・保健・文化・芸術 音楽録音 

5 E 電気・ガス・水道 1 電力  

   10 機械工業 電線据え付け。補修 

   15 その他鉱工業 水集中・配分 

   16 建設 熱供給設備据付・補修 

   21 住宅・公益事業  
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2000-2003 年 
24 部門コード 

備  考 

6 F 建設 16 建設  

   18 運輸・通信 
道路・橋・トンネル・駐車

場修理 

   21 住宅・公益事業 建設地整備 

7 G 卸売・小売商業， 19 商業・レストラン  

  自動車修理その他 9 化学 皮革補修 

   10 機械工業  

   13 軽工業 個人修理サービス 

   15 その他鉱工業 宝石補修 

8 H ホテル・レストラン 19 商業・レストラン  

   21 住宅・公益事業  

   22 教育・保健・文化・芸術
旅行者ホテル，休暇用ホテ

ル，子供キャンプ他 

9 I 運輸・通信 18 運輸・通信  

   19 商業・レストラン 補完・倉庫 

   21 住宅・公益事業 道路・橋・横断歩道利用 

   22 教育・保健・文化・芸術 旅行活動 

10 J 金融仲介 24 金融・信用・保険・管理  

11 K 不動産・賃貸・ 19 商業・レストラン  

  

事業活動 

9 化学 

国産化学製品，肥料入りエ

アゾールスプレーカプセ

ル 

   10 機械工業 計算機補修 

   15 その他鉱工業 写真サービス 

   16 建設 設計・エンジニアリング 

   18 運輸・通信 
産業廃棄物・住宅・設備・

自動車清掃 

   20 その他物的生産 
計算機関連サービス・民間

探偵活動 

   21 住宅・公益事業  

   22 教育・保健・文化・芸術 感染隔離病棟・展示 

   23 科学  

12 L 公務・防衛・ 24 金融・信用・保険・管理  

  強制社会保険    

13 M 教育 23 科学  

14 N 保健・社会サービス 22 教育・保健・文化・芸術  

   17 農林業 獣医活動 
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2000-2003 年 
24 部門コード 

備  考 

15 O その他の公共・社会・ 17 農林業 自然・野生保護 

  個人サービス 20 その他物的生産 メディア代理活動 

   21 住宅・公益事業  

   22 教育・保健・文化・芸術  

   24 金融・信用・保険・管理  

（出所）NACE rev.1 及び OKONKH に基づいて筆者作成。 

 

表 2 と表 3 は，最新の 2005 年の供給表と利用表を紹介している。 

表 2 の供給表は 93SNA に準拠して作成されている。表の各列は，各産

業の生産物生産ミックス（基本価格表示）を示す。（対角線要素は，主産

物でその他は副次的生産物の生産を示す。 各行は，各生産物がどのよう

な産業で生産されたかを示す。 

93SNA に準拠して，「居住者による海外直接購入」と CIF/FOB 調整行

が設けられている。実際にこうした調整行に数字が計上されている点に

ロシア供給表の特徴がみられる。「居住者による海外直接購入」は，輸入

全体の 10.6%とかなり大きな数字を示している。これは，旅行者による単

なる土産物の購入ではなく，シャトル貿易という個人輸入販売業者の輸

入活動の推計を示している。93SNA の調整勧告は，ソ連崩壊後のロシア

の実態把握にきわめて有用な枠組みを提供したことになる（ロシア以外

にこの調整行に数字を計上している例を筆者は知らない。旧ソ連のカザ

フスタンやアゼルバイジャンやウズベキスタンの産業連関表でも数字は

計上されていない）。もちろん，報告統計はないので大雑把な推計でしか

ありえない。また，産業連関分析の場合は，一括表示された居住者海外

直接購入分は部門別・品目別に分解されるのが望ましいと言えよう。 
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14
1.

8
1,

00
6,

60
6.

8
O

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
15

3,
61

4.
2

-
10

,5
73

.8
-

67
.2

39
0.

8
55

7,
86

8.
8

63
7,

33
2.

0
居

住
者

に
よ

る
海

外
直

接
購

入
16

-
-

-
-

-
-

-
-

C
IF

/F
O

B 調
整

17
-

-
-

-
-

-
-

-
総

計
18

3,
44

7,
66

4.
8

98
9,

57
3.

4
2,

89
0,

58
2.

7
1,

93
3,

19
8.

5
70

5,
46

7.
5

99
8,

14
1.

4
58

3,
13

5.
7

37
,0

93
,0

59
.7
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表
2 

ロ
シ

ア
20

05
年

供
給

表
 

(
名

目
価

額
，

10
0 万

ル
ー

ブ
ル

）

区
分

輸
入

C
IF

/F
O

B
調

整
総

供
給

額
純

生
産

物
税

総
供

給
額

（
基

本
価

格
）

運
輸

マ
ー
ジ
ン

商
業

マ
ー
ジ
ン

（
購

入
者

価
格

）

17
18

19
20

21
22

23
A

農
業

・
狩

猟
・

林
業

1
14

1,
58

6.
0

-
1,

77
7,

56
1.

8
37

,9
37

.5
23

7,
44

5.
7

28
,6

68
.0

2,
08

1,
61

3.
0

B
水

産
業

2
4,

46
2.

4
-

12
4,

02
3.

2
57

.9
7,

64
3.

3
1,

07
0.

8
13

2,
79

5.
2

C
鉱

業
3

10
1,

74
9.

2
-

3,
08

0,
29

8.
0

19
5,

55
6.

4
1,

61
1,

81
4.

6
1,

18
1,

87
4.

6
6,

06
9,

54
3.

5
D

製
造

業
4

3,
45

0,
83

4.
4

-
13

,7
86

,1
90

.9
29

7,
07

8.
2

3,
57

4,
88

9.
5

1,
55

6,
94

9.
4

19
,2

15
,1

08
.0

E
電

気
・

ガ
ス

・
水

道
5

5,
18

7.
9

-
1,

80
4,

00
5.

2
-

-
28

,1
20

.1
1,

83
2,

12
5.

2
F

建
設

6
12

1,
14

8.
9

-
2,

32
9,

47
8.

5
-

-
10

7,
71

8.
4

2,
43

7,
19

7.
0

G
商

業
7

15
,3

29
.2

-
5,

85
3,

17
7.

4
-

-5
,4

31
,7

93
.1

8,
09

3.
6

42
9,

47
7.

9
H

ホ
テ

ル
・

レ
ス

ト
ラ

ン
8

-
-

35
4,

88
7.

2
-

-
45

,9
36

.1
40

0,
82

3.
3

I
運

輸
・
通

信
9

16
7,

57
3.

8
-1

10
,9

91
.9

3,
47

9,
29

8.
1

-5
30

,6
29

.9
-

87
,5

32
.0

3,
03

6,
20

0.
2

J
金

融
10

47
,2

42
.0

-2
,1

26
.6

1,
03

1,
82

9.
3

-
-

-2
,2

61
.1

1,
02

9,
56

8.
3

K
不

動
産
・
賃
貸

11
19

0,
05

1.
2

-
3,

35
9,

59
7.

8
-

-
23

,9
71

.2
3,

38
3,

56
9.

0
L

公
務

・
防

衛
・

強
制

社
会

保
険

12
-

-
1,

89
5,

26
2.

4
-

-
-

1,
89

5,
26

2.
4

M
教

育
13

1,
03

9.
6

-
70

6,
59

7.
0

-
-

-
70

6,
59

7.
0

N
保

健
・
社

会
サ
ー

ビ
ス

14
52

.0
-

1,
00

6,
65

8.
7

-
-

14
3.

6
1,

00
6,

80
2.

4
O

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
15

21
,0

91
.9

-
65

8,
42

3.
9

-
-

24
,2

83
.1

68
2,

70
7.

0
居

住
者

に
よ

る
海

外
直

接
購

入
16

49
4,

04
5.

6
-

49
4,

04
5.

6
-

-
-

49
4,

04
5.

6
C

IF
/F

O
B 調

整
17

-1
13

,1
18

.5
11

3,
11

8.
5

0.
0

-
-

-
0.

0
総

計
18

4,
64

8,
27

5.
4

0.
0

41
,7

41
,3

35
.1

0.
0

0.
0

3,
09

2,
09

9.
7

44
,8

33
,4

34
.9

流
通

マ
ー

ジ
ン
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CIF/FOB 調整は，生産物別輸入は CIF 表示なので，輸入総額を FOB 表

示にするための調整である。（93SNA，§15.68-70）。  

流通マージンの記録の仕方は，日本の購入者価格表示産業連関表方式

で，2 重計算を排除するために，総計としてはゼロになるようにされてい

る。  

1995 年表作成にあたって考慮された「自己生産活動」への数字の計上

は，現在では行われていない。ロシアでは，農産物生産の多くが個人菜

園等で行われており，無視できないため，1995 年ベンチマーク表の当初

段階ではこれに数字が計上されていた。  

供給表では対角線以外の副次的生産活動についても数字を計上する努

力は伺える。  

供給表で注目されるのは，鉱業部門である。生産物に課される生産物

税（商品税）も商業マージンも著しく大きい。  

ガス独占体ガスプロム社（天然ガス生産・配分・貿易すべてを統括す

るホールディング）は，貿易会社として登録されており，その経済活動

は貿易活動について商業部門に分類されている。ガス生産は支社の活動

として鉱業部門活動に分類されている。  

ただし，生産物税の主な支払い者は商業部門に分類されるガスプロム

である。またガストレーダーとしてのガスプロムの活動は鉱業生産物商

業マージンに吸収されて記録される。ここで，ガスプロムの経済活動部

門を商業部門として，主産物は商業，ガス生産を副産物として計上する

か，ガスプロムの経済活動部門を鉱業として，鉱業生産物を主産物，商

業活動を副産物とすることが考えられる。しかし，前者の場合は商業部

門がガス生産の主要な担い手となるし，後者の場合は，主産物である鉱

業生産物の生産より，副産物である商業活動の方が大きくなるという問

題が生じる。いずれにしろ，奇妙な状況が生じることになるわけである。

これは，ロシア固有の問題なので，これに対応できる対処法は 93SNA の

想定外事項だと言えよう。ガスだけでなく，ロシア原油メジャーである
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ルクオイル等の原油ホールデディングについても同様なことが指摘でき

る（ルクオイルも広義の商業部門に登録されているが，原油採取活動は

同社の支配下の子会社で行われている）。 

表 3 の利用表も 93SNA に基本的に準拠して作成されている。表の各列

は，各産業部門の生産物中間投入（個々の要素は購入者価格表示）を示

している。中間投入の各部門総計も購入者価格表示である。 

粗付加価値も国内生産もすべて基本価格表示なので，部門別総計は基

本価格表示で閉じられている。 

調整行として，「居住者による海外直接購入」や「非居住者による国内

市場直接購入」を設けているのも 93SNA 準拠である。また，「貴重品純

取得」列の設定も 93SNA の勧告にしたがったものである。「居住者によ

る海外直接購入」は家計消費の 4.7%をも占めている。また，「非居住者に

よるロシア国内市場直接購入」（旧ソ連諸国個人トレーダーの活動を反

映）も家計消費の 1.6%分として控除されている。  

注目すべきは，供給表と利用表のデータ間の統計的不突合を示す「乖

離」欄が正直に明示されていることである。これは，従来のロシア産業

連関表体系では見られなかったものである。不突合は，鉱業で比較的大

きいことが示されている。  

FISIM（間接的に計測された金融仲介サービス；68SNA では帰属利子）

については，中間投入としてプラスの値を計上し，付加価値欄で控除す

るという 68SNA 方式で処理されている。FISIM の部門別分割は明示され

ていない。  

付加価値欄には，項目別数字が示されていないが，SNA 国民所得統計

の部門別数字で，賃金（雇用者報酬）と粗利潤（営業余剰と固定資本減

耗の合算値）は部門別に埋め合わせることが可能である。しかし，固定

資本減耗を独立して部門別に表示できるデータは与えられていない。 
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表
3 

ロ
シ

ア
20

05
年

利
用

表
（

購
入

者
価

格
）

 
(
名

目
価

額
，

10
0 万

ル
ー

ブ
ル

）

区
分

A
B

C
D

E
F

G
農

業
・

狩
猟

・
林

業
水

産
業

鉱
業

製
造

業
電

気
・

ガ
ス

・
水

道
建

設
商

業

1
2

3
4

5
6

7
A

農
業

・
狩

猟
・

林
業

1
32

4,
75

9.
9

1,
11

0.
5

72
5.

8
56

4,
53

2.
0

29
.0

16
9.

5
5,

91
0.

9
B

水
産

業
2

62
7.

6
6,

29
4.

4
20

9.
1

18
,1

32
.0

-
-

41
4.

9
C

鉱
業

3
10

,5
11

.8
77

8.
2

28
1,

92
1.

9
1,

57
2,

81
0.

0
33

7,
93

0.
0

31
,3

98
.9

28
,5

24
.7

D
製

造
業

4
31

2,
75

3.
9

41
,8

00
.9

29
8,

92
0.

8
3,

73
5,

94
0.

0
18

4,
67

4.
0

86
7,

57
8.

9
32

1,
30

4.
8

E
電

気
・

ガ
ス

・
水

道
5

51
,9

20
.4

1,
32

8.
7

96
,2

11
.1

38
0,

90
7.

0
39

9,
45

6.
0

32
,1

22
.2

49
,8

19
.1

F
建

設
6

3,
29

6.
2

32
8.

2
36

,6
68

.1
65

,9
54

.0
42

,6
59

.0
26

,8
58

.4
6,

85
1.

6
G

商
業

7
2,

62
1.

8
39

.6
2,

81
8.

9
12

,4
88

.0
1,

98
3.

0
6,

53
2.

8
26

0,
32

8.
1

H
ホ

テ
ル

・
レ

ス
ト

ラ
ン

8
81

.6
20

.9
89

5.
0

3,
16

6.
0

58
9.

0
1,

79
1.

7
2,

31
4.

6
I

運
輸

・
通

信
9

33
,8

44
.2

2,
34

7.
4

11
3,

16
9.

8
31

3,
45

0.
0

31
,9

22
.0

65
,1

24
.2

71
4,

81
6.

5
J

金
融

10
7,

65
5.

2
67

4.
9

19
,4

74
.0

96
,2

57
.0

17
,1

24
.0

13
,6

83
.9

37
,8

56
.7

K
不

動
産

・
賃

貸
11

11
,9

86
.0

1,
81

2.
0

12
9,

85
6.

1
31

4,
13

8.
0

75
,6

52
.0

11
1,

51
8.

4
53

6,
86

5.
3

L
公

務
・

防
衛

・
強

制
社

会
保

険
12

32
1.

7
85

.1
66

0.
4

11
,2

68
.0

6,
86

8.
0

2,
19

7.
4

35
,5

62
.3

M
教

育
13

58
.2

18
.0

83
0.

2
2,

26
2.

0
1,

10
0.

0
59

3.
3

1,
31

0.
3

N
保

健
・

社
会

サ
ー

ビ
ス

14
2,

16
2.

1
13

.4
45

8.
5

1,
16

2.
0

27
9.

0
26

5.
1

47
0.

7
O

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
15

19
6.

1
12

.6
52

8.
0

6,
37

6.
0

2,
20

7.
0

6,
97

4.
8

3,
55

5.
5

 
調

整
:
居

住
者

に
よ

る
海

外
直

接
購

入
16

-
-

-
-

-
-

-
非

居
住

者
に

よ
る

国
内

市
場

直
接

購
入

17
-

-
-

-
-

-
-

中
間

投
入

（
購

入
者

価
格

）
 

18
76

2,
79

6.
7

56
,6

64
.6

98
3,

34
7.

6
7,

09
8,

84
3.

0
1,

10
2,

47
2.

0
1,

16
6,

80
9.

6
2,

00
5,

90
6.

1
粗

付
加

価
値

（
基

本
価

格
）

19
96

2,
50

1.
4

65
,4

20
.2

2,
21

6,
73

7.
8

3,
51

3,
57

1.
0

63
2,

57
8.

0
1,

01
2,

15
2.

6
3,

64
9,

54
0.

8
国

内
生

産
額

（
基

本
価

格
）

20
1,

72
5,

29
8.

1
12

2,
08

4.
8

3,
20

0,
08

5.
4

10
,6

12
,4

14
.0

1,
73

5,
05

1.
0

2,
17

8,
96

2.
2

5,
65

5,
44

6.
8
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（
注

）
1.

 乖
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の
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対
額

は
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給
（

購
入

者
価

格
，

利
用

表
）

マ
イ

ナ
ス

総
供

給
（

購
入

者
価

格
，

供
給

表
）
。

 
2.

 乖
離

の
相

対
値

は
，

絶
対

額
÷

国
内

生
産

額
（

基
本

価
格

，
供

給
表

）。
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表
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ア
20

05
年

利
用

表
（

購
入

者
価

格
）

 
(
名

目
価

額
，

10
0 万

ル
ー

ブ
ル

）

区
分

H
I

J
K

L
M

N
ホ

テ
ル

・
レ

ス
ト

ラ
ン

運
輸

・
通

信
金

融
不

動
産

・
賃

貸
公

務
・

防
衛

・
強

制
社

会
保

険
教

育
保

健
・

社
会

サ
ー

ビ
ス

8
9

10
11

12
13

14
A

農
業

・
狩

猟
・

林
業

1
19

,2
10

.4
43

8.
2

-
1,

81
6.

3
27

,6
77

.7
11

,4
50

.3
19

,9
61

.7
B

水
産

業
2

2,
67

6.
9

-
-

21
4.

5
2,

81
4.

6
1,

34
0.

5
2,

53
8.

9
C

鉱
業

3
47

1.
1

99
,2

87
.8

23
3.

2
34

,8
77

.4
7,

48
2.

9
5,

98
0.

4
9,

33
6.

9
D

製
造

業
4

83
,8

51
.9

58
9,

31
0.

4
12

,6
89

.6
31

4,
84

1.
3

33
9,

65
2.

1
78

,7
39

.8
25

2,
75

1.
1

E
電

気
・

ガ
ス

・
水

道
5

6,
14

1.
5

14
0,

04
0.

1
5,

90
2.

6
82

,4
80

.4
69

,4
67

.2
51

,7
56

.4
57

,2
56

.5
F

建
設

6
3,

14
1.

1
50

,0
91

.5
1,

05
3.

8
53

,3
65

.5
74

,5
75

.5
11

,6
29

.5
11

,0
67

.3
G

商
業

7
70

5.
6

28
,0

60
.5

1,
02

4.
4

13
,7

57
.6

2,
03

1.
3

53
0.

2
2,

11
1.

8
H

ホ
テ

ル
・

レ
ス

ト
ラ

ン
8

19
1.

9
2,

73
8.

3
47

9.
5

3,
30

9.
3

13
,1

63
.6

4,
61

1.
4

14
,8

51
.2

I
運

輸
・

通
信

9
3,

02
6.

4
24

9,
71

3.
7

2,
69

8.
0

51
,5

87
.6

15
0,

42
6.

0
6,
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粗付加価値も国内生産もすべて基本価格表示なので，部門別総計（縦

列総計）は基本価格表示で閉じられている。これは，日本の購入者価格

表示産業連関表の縦列合計が，生産者価格表示総計となっているのと同

様である（付加価値が市場価格＝生産者価格表示であるため）。各部門縦

列中間投入総計が，購入者価格表示なのは，表示価格にかかわらずどの

産業連関表でも共通である。ロシアの場合も付加価値が基本価格表示な

ので統計原則からみて問題はないようにみえる。経済活動部門は企業産

業登録に基づいている点でも原則上の問題はない。しかし，ロシア経済

の資源依存の実態をみるにはこれでは不適当だということが問題になる。 

以上の問題は，市場価格表示の部門別付加価値を得ようとすると直ち

に直面する問題である。鉱業生産物（原油・ガスが中心）の純生産物税

は，供給表で与えられている。この数字を利用表の鉱業部門付加価値（基

本価格）に加えれば，鉱業部門 GDP（市場価格）が導出されるようにみ

えるが，そうではない。理由は，この純生産物税のほとんどが原油・ガ

ス輸出税であり，この輸出税は商業部門に分類されているガスプロムや

ルクオイル等から支払われるからである。鉱業生産物の純生産物税は，

商業部門付加価値（基本価格）に加えられるべきだということになる。

これは原理的に可能であるが，それでは鉱業部門（原油・ガス）部門の

プレゼンスが商業のなかに隠されてしまうことになるという意味で，ロ

シア経済の理解に適切ではない。代替的な方法は，鉱業部門付加価値に

鉱業関連商業付加価値を加えることである（これに対応して，中間投入

も加算される）。このようにすると，ロシア経済の中核的部分が鉱業部門

によって形成されていることが明瞭になる。このような不自然な状況は，

原油・ガスの国内価格と輸出価格が等しくなり（輸出マージン消滅），輸

出税が廃止されれば，基本的に解消するものである。また，これに応じ

て，ガスプロムやルクオイルも鉱業部門として正常に機能するようにな

る。わが国のトヨタが，貿易部門として分類されるような状況は奇妙な

ことなのである。 
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 ロシア GDP 統計は，統計原則に適合しているということと（統計上間

違いではないこと），ロシアの実態把握にミスリーディングな影響を与え

るということ（実態把握上は不適合）の矛盾を解消するために，われわ

れは早くから原油・ガス商業マージンの再配置の必要を指摘し，国家統

計局とも共同で石油・ガス関連商業付加価値の推計を試みてきた。この

共同作業は 2003 年まで継続したが，新産業分類下の 2004 年以降につい

て中断してしまった。われわれは，今後の発展を期して，ここで初歩的

な推計試論を提示しておくことにしたい。 

 

 

2. 産業連関表による産業構造把握 

 

 表 4 は，新分類の 15 部門産業連関表原表から得られる名目ベース付加

価値産業構造を示している。ご覧のように，原油，天然ガスという資源

基幹部門に加えて石炭等を包括する鉱業部門の付加価値比率は，2004 年

10%，2005 年 11.9%と資源価格高騰期の状況からみて大方の予想を大きく

下回る数字を示している。これに対して商業はこの倍の 20%もの比重を

示しており，製造業比重も上回る最大の部門として表現されている。ロ

シアで自由化により，小売店が群生したことや一般の卸売商業が発展し

たことは事実であるが，こうした商業肥大化現象の大きな要因は原油・

精油・ガス貿易ビジネスが商業に含まれていることにある。これは，商

業マージン表から確認できる事実である。また，政府の一大税収源であ

る原油・ガス輸出税が基本価格ベースの付加価値では排除されてしまう

ため，税源がどこの付加価値から生み出されたかも不明となってしまっ

ている。 
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表 4 付加価値の経済活動別構造：ロシア，2004-5 年 

   2004 2005 

A 農業・狩猟・林業 1 5.7 5.2 

B 水産業 2 0.4 0.4 

C 鉱業 3 10.0 11.9 

D 製造業 4 18.1 18.8 

E 電気・ガス・水道 5 3.8 3.4 

F 建設 6 5.8 5.4 

G 商業 7 20.4 19.6 

H ホテル・レストラン 8 1.0 0.9 

I 運輸・通信 9 10.9 10.3 

J 金融 10 3.4 4.1 

K 不動産・賃貸 11 9.5 9.9 

L 公務・防衛・強制社会保険 12 5.4 5.1 

M 教育 13 2.7 2.6 

N 保険・社会サービス 14 3.2 3.0 

O その他サービス 15 1.9 1.7 

 FISIM  -2.1 -2.4 

 粗付加価値（基本価格）  100.0 100.0 

（出所）表 3 及び『ロシア SNA 年報 2007 年』利用表から計算。 

 

表 5 から，2004 年の商業マージン表と純生産物税表から鉱業生産物の

商業マージンと生産物税が輸出から発生していることが確認される。こ

うした商業マージンはすべて商業部門付加価値の構成要素となり，輸出

生産物税は商業部門から支払われることになってしまうわけである。 
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表 5 鉱業生産物の商業マージンと純生産物税：2004 年 

 中間需要 最終需要 輸  出 総  計 

  （除輸出）   

＜金額（10 億ルーブル）＞ 

商業マージン 754 8 711 1,473 

純生産物税 13 3 584 600 

＜比率（%）＞ 

商業マージン 51.2 0.5 48.3 100.0 

純生産物税 2.2 0.5 97.3 100.0 

（出所）国家統計局提供資料より抜粋作成。 

 

 表 6 は，鉱業関連商業付加価値を便法により推計し，鉱業生産物税も

考慮した市場価格ベースの推計鉱業 GDP 比率（原表の鉱業に鉱業関連商

業を加えた鉱業関連付加価値を新に鉱業と再定義）を示している。表 7

は，鉱業関連商業付加価値の推計の委細を表示している。 

 

表 6 鉱業部門 GDP の推計，2004, 2005 年 
（対GDP比率%）

純生産物税
鉱業付加価値
（基本価格）

国家統計局
推計

久保庭新推計
（便法）

　
国家統計局

推計
久保庭新推計

（便法）

2000 石油・ガス 10.7 10.2 4.6 7.8 23.1 22.6
2001 石油・ガス 7.7 7.7 5.0 6.7 19.4 19.4
2002 石油・ガス 7.4 8.9 4.1 6.6 18.1 19.6
2003 石油・ガス 7.7 8.0 4.5 6.8 19.0 19.3
2004 鉱業 … 5.6 3.5 8.8 … 17.9
2005 鉱業 … 4.8 5.4 10.3 … 20.4

鉱業商業付加価値
鉱業関連付加価値

（市場価格）

 
（注 1）国家統計局推計：国家統計局・久保庭・田畑推計，久保庭（2008），pp.114-115。 
（注 2）久保庭新推計（便法）：鉱業商業マージン（産業連関表供給表）×商業

付加価値率（産業連関表利用表）＝鉱業関連商業付加価値で算出。 
（注 3）純生産物税は，産業連関表供給表。 
（注 4）鉱業付加価値（基本価格）は，産業連関表利用表。 
（注 5）2000～2003 年産業連関表は IOT 各年版，2004, 2005 年産業連関表は，『ロ

シア SNA 年報 2007 年，2008 年』。 
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表 7 推計方法（便法） 

 2004 2005 

鉱業商業マージン 

（100 万ルーブル） 
1,472,953 1,611,815 

商業全体付加価値率 0.65056 0.65060 

鉱業商業付加価値 

（100 万ルーブル） 
958,244 1,048,647 

鉱業商業付加価値が商業付加価値に 

占めるシェア（基本価格ベース，%） 
31.4 28.7 

鉱業商業付加価値の GDP 比率（%） 5.6 4.8 

工業生産物税の GDP 比率（%） 3.5 5.4 

（出所）筆者作成。 

 

 以上の推計により，表 4 の産業構造は，表 8 の GDP 構造に置き換えら

れる。こうすると原油・ガスを擁する鉱業部門の比重は 20%程度となり，

ロシア経済が資源依存だといわれる実態が GDP 統計からも浮き彫りにな

る。鉱業関連商業の鉱業部門への移管により商業 GDP はその分だけ減額

され，比重が 12%程度と妥当な数字となる。ここでの推計はあくまで便

宜的な試論の域を出ないが，問題提起としては十分意味を持つと判断さ

れる。精密推計は国家統計局と共同して行うべき課題とされる。 

 このように名目ベースの数字を鉱業と商業について施すと，当然のこ

とながら実質ベースの部門別 GDP 成長率にも変更がもたらされてしかる

べきだということになる。こうしたことを考慮して，実質ベースの接続

産業連関表の作成を行うこともわれわれの推計課題となる。 
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表 8 GDP の経済活動別構造：ロシア，2004-5 年 

   2004 2005 

A 農業・狩猟・林業 1 5.3 4.6 

B 水産業 2 0.4 0.3 

C 鉱業 3 17.9 20.4 

D 製造業 4 23.0 23.3 

E 電気・ガス・水道 5 3.3 3.0 

F 建設 6 5.6 5.1 

G 商業 7 12.3 12.0 

H ホテル・レストラン 8 1.0 1.0 

I 運輸・通信 9 10.0 9.3 

J 金融 10 3.0 3.5 

K 不動産・賃貸 11 8.5 8.6 

L 公務・防衛・強制社会保険 12 4.7 4.4 

M 教育 13 2.4 2.3 

N 保険・社会サービス 14 2.8 2.6 

O その他サービス 15 1.7 1.6 

 FISIM  -1.8 -2.0 

 GDP（市場価格）  100.0 100.0 

（出所）表 4 及び筆者推計。 

 

 

3. 資本ストックの推計 

 

 ロシアの SNA 統計と産業連関表統計の重要な懸案事項の 1 つは，部門

別固定資本減耗（固定資本消費）の整備である。資本ストックの時価評

価に基づく固定資本減耗統計について，国家統計局 SNA 部及び産業連関
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表課は，旧分類のもとで 2002 年，2003 年について試算を行ったというこ

とをわれわれは知っている。時価評価は現行固定資本公式統計を 2 倍弱

インフレートすることを要するというのがその推計結果は示唆している。

資本ストック統計の整備は，成長分析や動学的産業連関分析のためにも

不可欠である。 

表 9 は，2005 年の部門別固定資本ストックの公式データと推計データ

を表示している。産業連関表体系にとって重要なのは年平均値なので，

公式データは年初データの算術平均として表示している。推計は，旧分

類での 2003 年国家統計局推計（公式値とは異なる）と公式統計の関係を

利用している。全体の固定資本評価額は，公式値の 1.71 倍としているの

はそのためである。部門別の評価倍率は旧分類と新分類とを概略対応さ

せて推計している（全体の評価額をコントロールトータルとし，それに

合うように部門別倍率を微調整している）。旧分類の公式資本ストック統

計や国家統計局 SNA 部推計資本ストックの問題点の 1 つは，ガス部門の

固定資本ストックの位置づけである。ガスプロムの商業部門への登録に

合わせて，ガスプロム保有資本ストックが商業部門へ移管されるという

ことが生じたのである（投資統計ではこのようなことはさすがにガス部

門でも行われなかったし，原油についてもこうした移管はなかった）。本

社の建物の評価額だけではなく，ガス採取固定資本もこれには含まれて

いたと考えられる。新分類公式統計では，このような奇妙な事態は回避

されているとさしあたり判断される。ガスプロムの商業部門登録はフロ

ー統計だけでなく，ストック統計時系列にも撹乱をもたらしたのである。 

名目ベースの公式統計変更は，実質ベースの統計にも変更をもたらす。

実質ベースの推計やそれにもとづく成長会計分析（総要素生産性 TFP 中

心）については，久保庭［2009］を参照していただきたい。 

 われわれが得たい情報は資本ストック・マトリックスである。部門別

総計値が与えられれば，産業連関表のフローの投資列統計の積み上げに

より，ある程度確かな固定資本マトリックスを作成することが可能とな
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る。この推計とその利用による動学的産業連関分析については別に報告

する予定である。 

 

表 9 2005 年の部門別名目固定資本の推計 

  公式 推計  

  a b b:a 

1 農業・狩猟・林業 1,413 4,569 3.23 

2 水産業 59 191 3.24 

3 鉱業 3,301 6,228 1.89 

4 製造業 3,454 6,693 1.94 

5 電気・ガス・水道 3,382 6,415 1.90 

6 建設 607 1,336 2.20 

7 商業 762 1,289 1.69 

8 ホテル・レストラン 267 451 1.69 

9 運輸・通信 13,492 18,578 1.38 

10 金融 473 559 1.18 

11 不動産・賃貸 9,360 17,662 1.89 

12 公務・防衛・強制社会保険 1,225 1,449 1.18 

13 教育 1,265 1,857 1.47 

14 保険・社会サービス 989 1,453 1.47 

15 その他サービス 1,051 1,543 1.47 

 総計 41,095 70,272 1.71 

（出所）公式：ロシア統計年鑑 2007 年版の期首公式データの 2 ヵ年算術平均。 
推計：b:a の推計値×公式データから筆者推計。 

（注）b:a 比率は 2003 年の場合（久保庭［2007］）からの推定値。 
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4. 結語 

 

 以上，不十分ながら新分類産業連関表の概要を紹介しながら，ロシア

産業連関表作成の現状と問題点を考察してきた。きわめて限定されたフ

レームの中でもロシア産業連関表統計の残された課題は多い。しかも，

作成当事者によると，新分類統計収集のもとでは，中間財取引情報が極

端に欠如するようになっている。われわれ部外者と同じく，企業ホーム

ページのインターネット検索にも頼るようになっているとも言われる。

こうした事態の打開に不可欠なのは，1995 年表以来途絶えてきたベンチ

マーク産業連関表の新たな作成である。その計画が 2010 年以降には実現

されそうなので，大いに期待されるところである。また，BRICｓ国際産

業連関表へのロシアの参加は，限定フレーム内での問題点の多くを解決

することに大きく貢献すると考えられる。 
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